[bookmark: _GoBack]別紙様式第１号（別記様式第９－１号関係）

	


	産地リスク軽減技術総合対策事業


	 事業実施年度  
	       　　　　年度
	



	
	   目標年度    
	       　　　　年度
	

	
	事業完了予定日 
	    　　　年　月　日
	

	



有機農業拡大地区推進事業実施計画書








産地名：（所在する都道府県・市町村名）　　　　　　　　　




事業実施主体名：　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 









第１　事業実施体制
　（１）有機農業協議会等の構成等
	有機農業協議会等名
	


	代表者名
	


	事務局代表者名
	


	会計責任者
	


	設立年月日
	




	
構成団体の名称

	担当者
	
有機農業協議会における担当

	
備考


	
	氏名
	構成団体での役職
	
	

	

	

	

	有機農業協議会代表者
	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	



　（注）１　実施要領第２の１の（２）に定める有機農業協議会規約及び推進体制の分かる資料を添付すること。
　　　　２　本事業に関連する有機農業者の名簿を添付すること。

　（２）有機農業協議会を構成する地方公共団体
　　　ア　地方公共団体における有機農業推進体制の整備
	地方公共団体名

	推進体制の名称

	設立年月日

	方公共団体における
担当部局名（連絡先）
	構成員（所属等）


	



	



	



	



	





　（注）本欄は、有機農業協議会の構成員である全ての地方公共団体について記載することとし、整備を行っていない場合は無しと記載すること。

　　　イ　地方公共団体における有機農業推進計画の策定
	地方公共団体名

	推進計画の名称

	策定年月日

	地方公共団体における
担当部局名（連絡先）
	備考


	








	
	



	



	





　（注）本欄は、有機農業協議会の構成員である全ての地方公共団体について記載することとし、策定を行っていない場合は無しと記載すること。

第２　総括表
	
区　　分
	
事業費（千円）
	負担区分（千円）
	
事業の委託
	
備考

	
	
	国庫補助金
	自己資金
	
	

	１　本事業の推進に関する検討
２　安定供給力を強化するための取組
３　産地販売力を強化するための取組
４　有機農業者育成力を強化するための取組
５　有機農業拡大のための機械リース
	




	




	




	(１)委託先
(２)委託する事業の内容及びそれに要する経費

	





	
合　　計

	


	


	


	


	





第３　成果目標等
　　　有機農業による地域農業の振興につながる目標
（１）有機農業実施面積の増加目標（本事業の成果目標）
	指標

	現状値
(平成○年)
	実施年
(平成○年)
	１年目
(平成○年)
	２年目
(平成○年)
	目標年
(平成○年)
	増加率(目標
年/現状)(％)
	現状値の算定方法


	産地全体
	

	

	

	

	

	

	


	

	うち有機ＪＡＳ
	

	

	

	

	

	

	


	(品目１)
	

	

	

	

	

	

	


	

	うち有機ＪＡＳ
	

	

	

	

	

	

	


	(品目２)
	

	

	

	

	

	

	


	

	うち有機ＪＡＳ
	

	

	

	

	

	

	


	(品目３)
	

	

	

	

	

	

	


	

	うち有機ＪＡＳ
	

	

	

	

	

	

	


	(品目４)
	

	

	

	

	

	

	


	

	うち有機ＪＡＳ
	

	

	

	

	

	

	


	(品目５)
	

	

	

	

	

	

	


	


	うち有機ＪＡＳ

	


	


	


	


	


	


	




　（注）本欄については、産地全体及び有機農業実施面積上位５品目について記載すること。





（２）有機農業により生産される農産物の生産量
	指標

	現状値
(平成○年)
	実施年
(平成○年)
	１年目
(平成○年)
	２年目
(平成○年)
	目標年
(平成○年)
	増加率(目標
年/現状)(％)
	現状値の算定方法


	産地全体
	

	

	

	

	

	

	


	

	うち有機ＪＡＳ
	

	

	

	

	

	

	


	(品目１)
	

	

	

	

	

	

	


	

	うち有機ＪＡＳ
	

	

	

	

	

	

	


	(品目２)
	

	

	

	

	

	

	


	

	うち有機ＪＡＳ
	

	

	

	

	

	

	


	(品目３)
	

	

	

	

	

	

	


	

	うち有機ＪＡＳ
	

	

	

	

	

	

	


	(品目４)
	

	

	

	

	

	

	


	

	うち有機ＪＡＳ
	

	

	

	

	

	

	


	(品目５)
	

	

	

	

	

	

	


	


	うち有機ＪＡＳ

	


	


	


	


	


	


	




　（注）本欄については、産地全体及び有機農業実施面積上位５品目について記載すること。







　（３）有機農業者数
	指標

	現状値
(平成○年)
	実施年
(平成○年)
	１年目
(平成○年)
	２年目
(平成○年)
	目標年
(平成○年)
	増加率(目標
年/現状)(％)
	現状値の算定方法


	有機農業者数
	

	

	

	

	

	

	


	


	うち有機ＪＡＳ

	


	


	


	


	


	


	





第４　地区の有機農業の状況
	地区名
(関係市町村、集落等)
	販売農家数
(戸)
	農地面積(ha)
	家畜の飼養頭数
	農産物の
販売額
(百万円)
	農作物の作付面積(ha)
	
備考


	
	
	水田

	畑

	樹園地
	
	
	水稲

	麦・大豆
	飼料作物
	その他土地利用型作物(そば等)
	野菜

	果樹

	茶

	その他
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	






	うち有機農業
(平成○年度)
	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	



	
	



	うち
有機ＪＡＳ

	



	



	



	



	



	



	



	



	



	



	



	



	



	



	





　（注）備考欄に数値の根拠等を記載すること。

第５　事業の実施方針
（１）生産の総合的な振興に関する基本方針
	








（注）事業実施地区における①地域の環境保全上の課題、②地域の農業振興上の課題、③地域を活性化する上での課題、④地方公共団体の有機農業の推進計画の内容等を踏まえ、有機農業を核とした当該地区のこれら課題への対応等について、事業の内容ごとに具体的に記載すること。

第６　事業の内容及び計画
	区分
	実施時期
	事業内容
	備考

	１　本事業の推進に関する検討
	

	

	


	【取組内容①】


	



	



	




	【取組内容②】


	



	



	




	２　安定供給力を強化するための取組
	

	

	


	【取組内容①】


	



	



	




	【取組内容②】


	



	



	




	３　産地販売力を強化するための取組
	

	

	


	【取組内容①】


	



	



	




	【取組内容②】


	



	



	





　（注）１　「事業内容」の欄には、具体的な取組内容、事業量（回数、面積等）、成果目標との関係、必要性を記載すること。
　　　　２　適宜、行を追加して記入すること。


（つづき）
	区分
	実施時期
	事業内容
	備考

	４　有機農業者育成力を強化するための取組
	

	

	


	【取組内容①】


	



	



	




	【取組内容②】


	



	



	




	５　有機農業拡大のための機械リース
	

	

	


	【取組内容】



	




	




	






　（注）１　「事業内容」の欄には、具体的な取組内容、事業量（回数、面積等）、成果目標との関係、必要性を記載すること。
　　　　２　適宜、行を追加して記入すること。















第７　有機農業拡大のための機械リース計画
	機械利用者






	組織名
	


	
	代表者
	

	種別
	


	
	所在地
	


	
	経営概要
	


	対象機械








	機械名
	

	数量
	

	 台

	
	型式名
	

	緊プロ
	


	
	対象作物
	


	
	利用面積


	（計画）
	

	 ha
	（利用規模下限）
	

	 ha

	
	
	（利用計画設定の考え方）


	リース期間


	開始日～終了日（※１）
	
                         ～
	（年）

	
	リース借受日から○年間（※２）
	

	（年）

	リース物件取得見込額（税抜き）　　 〔1〕
	

	（円）

	リース期間終了後の残価設定（税抜き） 〔2〕
	

	（円）

	リース料助成申請額                   〔3〕
	

	（円）

	リース諸費用（金利・保険料・消費税等）
	

	（円）

	機械利用者負担リース料（税込み）
	

	（円）

	リース物件保管場所
	




（注）１　※１及び※２については、いずれかを記入すること。
　　　２　リース料助成要望額は、Ａ、Ｂいずれか小さい額を記入すること。
          Ａ：〔1〕×(リース期間／法定耐用年数)×１／２以内
　　　　　Ｂ：(〔1〕－〔2〕）×１／２以内
　　　３　複数の機械をリースする場合には、機械ごとにそれぞれ作成すること。
　　　４　リース導入する機種が判るカタログ等の資料を添付すること。
　　　５　リース導入する機械の利用者についての名簿を添付すること。

第８　生産振興方針の実現のために必要な活動等に関する事項
　１　有機農業協議会構成員ごとの取組
	（例）

（１）○○市

	



	


	




	
	
	

	（２）農業改良普及センター

	



	


	




	
	
	

	（３）ＪＡ○○

	



	


	




	
	
	

	（４）○○有機生産組合

	



	


	




	
	
	

	





　（２）関係団体・機関間の連携体制
	












第９　経費の配分及び負担区分
	
区　分
	
補助率
	総　事　業　費
（Ａ＋Ｂ）
	　担　区　分
	
備　考

	
	
	
	国庫補助金（Ａ）
	自己資金等（Ｂ）
	

	
産地リスク軽減技術総合対策事業
１　産地弱体化リスク軽減技術導入実証事業
(５)有機農業拡大支援事業
　イ　有機農業拡大地区推進事業
(ア)本事業の推進に関する検討
(イ)安定供給力を強化するための取組
(ウ)産地販売力を強化するための取組
(エ)有機農業者育成力を強化するための取組
(オ) 有機農業拡大のための機械リース
	




定額




	              円









	              円









	              円









	










	
合　　　計

	


	


	


	


	




　（注）備考欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円、うち国費○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。

第10　事業完了（予定）年月日

　　　　　　　平成　　年　　月　　日


第11　収支予算（又は精算）
　１　収入の部
	
区　分
	本年度予算額（又
は本年度精算額）
	前年度予算額（又
は本年度予算額）
	比　　較
	
備　　考

	
	
	
	増
	減
	

	                

           国庫補助金
           そ　の　他

	              円




	              円




	              円




	              円




	





	
           合　　　計           

	


	


	


	


	





　２　支出の部
	
区　分
	本年度予算額（又
は本年度精算額）
	前年度予算額（又
は本年度予算額）
	比　　較
	
備　　考

	
	
	
	増
	減
	

	
産地リスク軽減技術総合対策事業
１　産地弱体化リスク軽減技術導入実証事業
(５)有機農業拡大支援事業
　イ　有機農業拡大地区推進事業
　(ア)本事業の推進に関する検討
　(イ)安定供給力を強化するための取組
　(ウ)産地販売力を強化するための取組
　(エ)有機農業者育成力を強化するための取組
　(オ)有機農業拡大のための機械リース
	              円














	              円














	              円














	              円














	















	
合　　　計

	


	


	


	


	






第12　活動評価と改善の方法
　（１）評価体制
	






　（２）評価に対する改善
	






第13　添付資料
　１　要綱別表の事業種類欄の１の（５）のイに係る事業内容欄に規定される取組ごとに、別表９の費目欄及び細目欄ごとの費用が明らかとなる資料
　２　会計規程等経費の使用に関する規程（案）等
　３　事業の一部を委託する場合はその委託契約書（案）（又は写し）
　４　その他地方農政局長等が必要と認める書類

第14　有機農業拡大地区推進事業の実施に当たっての留意事項
　１　本事業では、産地全体での有機農業の拡大を目標とするので、産地全体でどれだけ有機農業実施面積を増加させるかの目標を掲げること。
　２　事業計画時と評価時に同一の方法で算出すること。
　３　事業実施前年を基準年とし、事業実施年の３年後を目標年とすること。
　４　有機農業実施面積は、基本的には有機農業者ごとの有機農業実施面積の総和によって算出することとするが、全ての有機農業者を対象にした悉皆調査を行い、有機農業実施面積を把握することが困難な場合は、
　（１）有機農業協議会の構成員である生産者団体等の栽培管理台帳等のデータを活用する
　（２）個人販売や提携販売が多い場合は、生産者を一定数抽出し、変動の大きい実施面積等を毎年調査して、その平均値を活用し、全体の実施面積を推計する（実施面積のうち変動の少ないものは、毎年固定して推計することも可能）
　（３）新規就農者及び慣行農業からの転換による有機農業実施面積増加分を推計するなどの方法を組み合わせることにより、地域の実情に応じて簡易な方法で算定すること。
　５　事業実施地区の有機農業実施面積の概ね８割以上を把握すること。　
  ６  指標を算出する期間は１～１２月とすること。
